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  1．はじめに 

 　我が国の教育分野において「キャリア教育」

という言葉が登場して10年を超える。遡るこ

と13年前の1999年12月に中央教育審議会（以

下，中教審）「初等中等教育と高等教育との接

続の改善について」（答申）において，キャリ

ア教育とは「学校教育と職業生活の円滑な接続

を図るため，望ましい職業観・勤労観及び職業

に関する知識や技能を身に付けさせるととも

に，自己の個性を理解し，主体的に進路を選択

する能力・態度を育てる教育」であると示された。 

 　それ以降，様々な定義や位置付けが示され続

けている。そもそも我が国において「キャリア」

という言葉は融通無碍に理解され，用いられる

曖昧さに満ちた言葉である。また，就職支援（指

導），進路指導などと混同されたりして「キャ

リア教育不要論」や「キャリア教育」を嫌う人

も散見される。 

 　しかしながら，以下3点の「キャリア教育」

の必要性を鑑み，最新の動向とともに見直して

みれば，「キャリア教育」は様々な教育機関の

みならず，社会全体で取り組むべき大きな課題

である。 

 　第一に，20世紀後半から生じた，地球規模

の情報技術革新に起因する社会・経済・産業環

境の国際化，グローバリゼーションによって，

日本の社会・産業・雇用に構造的な変革がもた

らされた。具体的な事例として，新規高校卒業

者の求人数動向は，20年前の1992年が160万

人超であるのに対して，2012年はわずか16万

人しか求人数が存在しない。（資料出所：厚生

労働省職業安定局「職業安定業務統計」）。同時

に大学進学率は1992年が32.6％から2011年で

は54.4％と増加の一途を辿っている。（資料出

所：文部科学省「学校基本調査」） 

 　また，若年者の求人動向の一例であるが，29

歳以下の若年者について，事務的職業の有効求

人倍率は0.24倍しか存在しない。こうした若

年者を取り巻く厳しい雇用環境や求人ニーズの

変化に対応するためには，学生といえども戦略

的なキャリア開発に取り組む必要があろう。 

 　第二に，子どもや若者が育つ社会環境の変化

や若者自身の資質をめぐる課題から，学校から

社会への移行をめぐる課題が出現した。平成

23年の調査ではフリーターが176万人（資料出

所：総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」），

NEET状態の若年者が60万人（資料出所：総

務省統計局「労働力調査（基本集計）」いずれ

も，15歳～34歳までの数値。）となっている，

NEET状態は高校中退者や，もともと小・中学

校で不登校や引きこもりの延長である者も多い

のは事実であるが，実はNEET状態の若年者

の22.8％は大卒者であり，大学卒業者が社会へ

の移行に不適応を起こしていないとは言えな

い。（資料出所：内閣府「青少年の就労に関す

る研究調査」2002年7月） 

 　第三に，子どもたちの身体的早熟傾向に比し
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て精神的・社会的側面の発達が遅れがちである

ことや，高学歴社会における進路未決定傾向な

ど，子どもたちの生活や意識の変容が見られる。

この点について，資料はやや古いが，大学の授

業とやりたいこととの関係についての学生の意

識調査結果を見ると，「卒業後にやりたいこと

が決まっている」という問いに対して，「全く

あてはまらない」が12.8％，「あまりりあては

まらない」が27.5％，合計40.3％。「授業を通

じてやりたいことを見つけたい」という問いに

対しては，「よくあてはまる」が19.1％，「ある

程度あてはまる」が45.5％の合計64.6％であり，

大学在学中に授業で教えてもらえるもの，と考

えている傾向が読み取れる。（資料出所：全国

大学生調査コンソーシアム・東京大学「全国大

学生調査」（2007年）） 

 　以上のような我が国の社会動向や，学生の状

況を鑑みると就職に向けたスキルや専門技術や

知識の指導だけでは改善（解決という言葉は使

えないほど多様な問題が存在すると考える）し

えない多様な問題に対して，極めて微力なが

ら「キャリア教育」の意義と学生意識やニーズ

を分析し，大学における「キャリア教育」を，

より現実に即した内容に改善すること，学生の

キャリア発達に資する各部門・リソースの連携

の在り方について最適化を提案することによ

り，学生の諸能力を円滑な職業生活に必要な水

準に高めることに寄与するものと考える。本提

言を取りまとめることにより，第一に学生自身

の将来のため，そして大学教育発展のため，ひ

いては我が国の社会全体に貢献できれば幸甚で

ある。 

 2．公的文書に見る大学でのキャリア教育 

 　そもそも「キャリア」とは何か。2002年7

月の厚生労働省「キャリア形成を支援する労働

市場政策研究会」報告書で示される定義では以

下のように説明されている。 

 ・ 「キャリア」とは，一般に「経歴」，「経験」，「発

展」さらには，「関連した職務の連鎖」等と

表現され，時間的持続性ないし継続性を持っ

た概念として捉えられる。 

 ・ 「キャリア形成」とは，このような「キャリア」

の概念を前提として，個人が職業能力を作

り上げていくこと，即ち，「関連した職務経

験の連鎖を通して職業能力を形成していく

こと」と捉えることが適当と考えられる。 

 ・これまで，長期安定雇用が保障される中，

職業生活のあり方は基本的に企業まかせ。

学校教育も大企業への採用を目標に，成績・

学校によって切り分け。社会的に一律かつ

集団的な教育・就職システムや企業内シス

テムが当然視されている。 

 ・しかしながら，現在我が国労働者は，企業間

競争が激化し，大企業といえども倒産のリ

スクを避けられず，誰しも突然失業する可

能性や，技術革新の急激な進展やニーズの

変化により，労働者が長年にわたって蓄積

してきた職業能力が無になる可能性が生じ

る等の変化に直面している。 

 ・こうした最近の環境変化は，これまでのシス

テムを根底から揺るがしつつあり，現在は，

過度に集団的なシステムからより個人に配

慮したシステムの構築への転換期である。 

 　また，2009年7月の中教審キャリア教育・職

業教育特別部会「審議経過報告」では，以下の

ように示されている。 

 ・ 「キャリア」とは，「個々人が生涯にわたって

遂行する様々な立場や役割の連鎖及びその

過程における自己と働くことの関係付けや

価値付けの累積」であり，職業生活，市民生
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活，家庭生活，文化生活など，すべての生活

局面における立場，役割を含むものである。

このため，「それぞれに相応しいキャリアを

形成していく」ということは，言い換えれば，

「社会的・職業的に自立していく」というこ

とと同じである。 

 　以上のように，「キャリア」あるいは「キャ

リア形成」は非常に幅広く捉えることが可能で

あるが，最終的には一人の人間が社会の中で，

どのような役割を担い生きていくのか，という

ことであり，役割を果たす最もオーソドックス

なモデルが「働く」ということである。 

 　では，キャリア教育の定義はどうか。1．で

取り上げた1999年12月の中教審「初等中等教

育と高等教育との接続の改善について」（答申）

以降，大学での「キャリア教育」に求められる

要素を抽出し，整理し，その推進をイメージす

るため主な担い手を示す。 

 　まず，同答申の中で取り上げられるキーワー

ドは以下の4点である。 

 2.1 ― ①　学校教育と職業生活の円滑な接続 

 2.1 ― ② 　望ましい職業観・勤労観を身に付け

る 

 2.1 ― ③ 　職業に関する知識や技能を身に付け

る 

 2.1 ― ④ 　自己の個性を理解し，主体的に進路

を選択する能力・態度を身に付ける 

 　次に，2000年11月の大学審議会「グローバ

ル化時代に求められる高等教育の在り方につい

て」（答申）でもほぼ類似した以下の4点である。 

 2.2 ― ① 　学生が将来への目的意識を明確に持

つ 

 2.2 ― ②　職業観を涵養する 

 2.2 ― ③ 　職業に関する知識や技能を身に付け

る 

 2.2 ― ④ 　自己の個性を理解し，主体的に進路

を選択する能力・態度を身に付ける 

 続いて，2005年12月の国立大学協会「大学に

おけるキャリア教育のあり方」からは以下の5

点である。 

 2.3 ― ① 　独自の講義的科目やインターンシッ

プなどを中核として実現される 

 2.3 ― ② 　大学の全教育活動の中に位置づけら

れる取り組みである 

 2.3 ― ③ 　大学の正規の教育活動だけでなく，

学生による自発的活動を通して実現さ

れる 

 2.3 ― ④ 　企業などの事業所や地域社会におけ

る活動や仕事を通して実現される 

 2.3 ― ⑤ 　家庭生活や交友関係を通して実現さ

れる 

 　直近のものとして，2011年1月の中教審「今

後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在

り方」（答申）の中からは以下の4点である。 

 2.4 ― ① 　1人1人の社会的・職業的自立に向

け，必要な基礎となる能力や態度を育

てることを通して，キャリア発達を促

す 

 2.4 ― ② 　発達段階に応じて体系的に実施され

るべきである 

 2.4 ― ③ 　様々な活動を通じて，基礎的・汎用

的能力を中心に育成する 

 2.4 ― ④ 　生涯にわたる社会人・職業人として

のキャリア形成を支援機能の充実が必

要 

 最後に，2010年3月改正，2011年4月施行の

大学設置基準・短大設置基準からは，次の2点

である。 

 2.5 ― ① 　学生が卒業後自らの能力を発揮し，

社会的・職業的自立を図るために必要

な能力を培う 

 2.5 ― ② 　大学の組織間の有機的連携を図り，
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適切な体制を整える 

 以上を整理すると，次の表1となる。 

表1

区分 該当 主な担い手

A
職業生活への
適応力開発

2.1―① 全科目担当

B 勤労観・職業観の涵養
2.1―②
2.2―②

全科目担当

C
エンプロイアビリティ

（基礎的能力・態度を含
む）開発

2.1―③
2.2―③
2.4―①
2.4―③
2.5―①

全科目担当

D
目標設定・人生設計
能力の開発

2.1―④
2.2―①
2.2―④

全科目担当

E 自己理解
2.1―④
2.2―④

キャリア教育

F 組織・体制の在り方

2.3―①
2.3―②
2.4―②
2.5―②

経営層
部署責任者
学部長

G 環境
2.3―④
2.3―⑤
2.4―④

学生課
学生相談

（担い手は一例であり，限定するものではない）

 　主な担い手が「全科目担当」となっている項

目については，キャリア教育科目が導入されて

いる大学では当然，キャリア教育科目が主たる

教育を担うことになるが，学生に対する教育的

働きかけは一元的なものだけでなく，多元的に

様々な角度・立場の教職員が，勤労に対する多

様な価値観などを示すことが望ましいと考える

ためである。また，あらゆる学びは，すべて学

生のキャリア形成につながるものであり，いか

なる科目の担当教職員も自己の担当科目を指導

すること，教科内容外での学生との関わりの一

瞬でさえも学生のキャリア形成を担っているこ

とを念頭に置く必要がある。さらに言えば，教

員以外の事務系職種の職員も，学生と関わる場

面では学生のキャリア形成を担う一員である。 

 3． 研究者等による大学のキャリア教育へ

の提言 

 　公的文書に表現された内容は，最大公約数的

なものであり，やや具体性を欠く面もあるため，

個人の著書・論文の中の意見について一考して

みたい。 

 　まず，中野（1994）は，キャリア開発を含

むカリキュラム設計の一般的手順として次の4

段階を指摘している。 

 　「第一に各大学学部がどんな人材を育てよう

とするのか，大学教育で学生に何を達成すべき

かを明確にすることから始めなければならな

い。第二に特定された目標に含まれている下位

能力ないし技能の成分を明らかにしなければな

らない。即ち，育成すべき典型的人材が備えて

いるべき能力の明確化である。第三の段階では，

それらの技能を確実に育てるための教授プログ

ラムを開発しなければならない。シラバスに即

して毎回の授業の台本が作られる必要がある。

それには学生の受講開始時の初期技能を評価す

る方法の設計や，目標技能を学生に伝授するた

めの活動の幅の設定も必要である。しかもそれ

は学生個々人のニーズに合わせた柔軟なプログ

ラムにしなければならない。第四段階ではそれ

らの教授プログラムの効果を測定するシステム

を作らねばならない。効果測定で得られたデー

タによってプログラムの修正が可能になり，こ

のサイクルの恒常的反復がカリキュラム開発の

手続きとしては大切である。」 

 　但し，以上の中で「学生個々人のニーズに合

わせた柔軟なプログラム」という点については，

キャリア開発が学生の就職や社会的適応能力を

目指すものであるとするならば，闇雲に学生の
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ニーズに迎合するのではなく，学生個々人の持

つ個人的立場からの価値観と社会（働くという

点では企業等の組織）の価値観の相違や，要求

されるものを示し，習得させるのことも必要で

あろう。現に，ミスマッチという現象の一翼は，

過剰なまでの適職志向・天職探しモラトリアム

を許容する風潮が担っていると思われる。強大

な組織に対して個人の側（特に学生）や教育が

抗うだけでは望ましい成果は得られないであろ

う。また，就職という一点に絞れば，企業は雇

用する側であり，いわば「使用者」として応募

者を取捨選択する権利があり，昨今の厳しい経

営環境において採用する人材を厳選するのは当

然と言えば当然であり，そこに学生側のニーズ

を優先するという方向の迎合だけでは，今日の

学生の就労困難という問題を解決するには至ら

ないであろう。 

 　次に，柳井（2005）は，「学生のキャリア発

達には，学生自身が自己教育力を育て，あらゆ

る学習に意欲を燃やすことである。」としてい

る。その，学習意欲の開発方法について以下の

4点を指摘している。 

 （1）目的意識を育てる 

 　多くの学生は取りあえず大学に入ること

自体が目的で，将来展望に欠けている。彼

等に必用なことは，青年期の課題である人

生を考えさせ，将来の人生設計・進路設計

に取り組ませ確立させることである。 

 （2）自己概念の形成を図る 

 　偏差値教育の影響のもとに自信や有能感

を低下させ自己否定的な自己概念を形成し

ている者は，やる気を失い不平不満を抱き

ながら大学生活を送っている。不本意入学

者に多く見られるが，不本意感が非常に強

い場合，退学して再度受験を志し，進路変

更をする学生も少なくない。しかし，教師

の適切な指導・援助によって自分を取り戻

し肯定的な自己概念を形成していくことに

よってやる気も生じ，大学生活に適応する

ようになる。自己概念を育てる指導が大学

においても必要である。 

 （3）社会的役割と自覚を図る 

 　最近の青少年は，消費生活の影響を強く

受けて自己中心的な態度を形成し，自分勝

手な思考，行動を身に付けている者が多い。

（中略）社会の中で生きていくためには，誰

でも人間社会の存立のための何らかの役割

分担を引き受けねばならない。通常個人は

その役割を職業に求めるものである。社会

性の発達を通して社会的役割の自覚を持っ

た者は，意欲的に学業ばかりでなく多くの

物事にも積極的に取り組んでいる。学生個々

人に人間としての在り方を問うことによっ

て，社会的役割の自覚を高める指導が必要

である。 

 （4）知的好奇心を育てる 

 　学生の中には知的好奇心が欠如し，自分

に関心のある面白い話には耳を傾けるが，

自分の関心が向かない場合，専門内容であっ

ても他人事のように関心を示さない者もい

る。学習意欲に欠けた学生は，飽きのこな

い退屈しない授業をやってくれることを期

待している。授業が面白く楽しいものであ

ることは望ましいことではあるが，学問（科

目）の本質を欠いた内容や，教育的な意味や

価値観を無視した面白さでは，その授業は

単なるエンターテイメントにすぎなくなっ

てしまう。講義法での一方的な授業では知
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的好奇心を刺激し育てることは難しいので，

学生が主体となる授業，つまり学生に課題を

与え，資料を収集させ，発表させたり，討

論させたりするような授業方法の工夫が必

要である。討論することで教師や学生仲間

の考え方に触発され，新しい発見に感動し，

考えることの楽しみを味わうことが体験で

きるなど，知的好奇心が刺激され育つこと

によって，意欲的になっていく。 

 　続いて，下村（2009）は，大学生のキャ

リア教育について，キャリア教育と就職支

援の違いについて，次のように指摘している。 

 　「大学生のキャリア教育の最も大きな論点

は，就職支援との関係をどのように考える

かです。（中略）まずキャリア教育と就職支

援の違いは，どのくらい将来のことまで考

えるかにあります。キャリア教育は，（中略）

一生涯にわたって続くキャリアについて考

えるための教育であり，単に就職するという

ことだけでなく，将来にわたって自分の人

生を考えるための教育である点が特徴です。

それに対して就職支援は，大学卒業前にやっ

てくる就職活動をいかにうまく乗り越える

かに焦点をあてます。（中略）キャリア教育

と就職支援は内容的にも少し違います。キャ

リア教育は将来を見据えた内容を扱います。

将来，自分はどんな仕事をしていきたいの

か，どんな人間になりたいのか，どんな人

生を歩みたいのか。そういうことを考えま

す。一方，就職支援は，目前の就職に向けて，

就職サイトの活用の仕方，エントリーシー

トの書き方，セミナーなどへの参加の仕方，

OB訪問の仕方，自己分析や自己PRの仕方

などを扱います。要するに，就職に役立つ

実践的なテクニックを教えるものだと考え

ておくことにしましょう。（中略）私自身は，

この両者の区別はそれほど重要であるよう

には思いません。」として，キャリア教育と

就職支援の連続性を指摘している。 

 　また，一方で「就職活動に直接結びつか

ない将来や職業に関する取り組みは，総じ

てキャリア教育と考えられる」と述べている。 

 　そして，「大学におけるキャリア教育は，

大学の学習に対するやる気や興味がわくよ

うな形で組み立てられたものが望ましいと

いえるでしょう。」と結んでいる。 

 　続いて，日本キャリア教育学会「キャリア

教育概説」では，大学におけるキャリア教

育の実践の中で，「キャリア教育が新卒学生

の就職支援になってしまっては，本来のキャ

リア教育が実践で目指すものとし程遠い。

大学入学からその後の学生生活，さらに卒

業後の職業生活も視野に入れた長いスパン

でキャリア教育を捉えるべきである。」と，

  就職支援とキャリア教育の捉え方を分けて

いる。 

 　また，キャリア教育の在り方として「キャ

リア教育は，学生が主体的にキャリアを考

え，大学で学ぶことを中心に大学生活を構

築していくための支援としての教育でなけ

ればならない。」としている。 

 　以上の論点を整理すると，キャリア教育

は就職支援とイコールのものでなく，図1に

示すように，キャリア教育の中に就職支援

図1　キャリア教育概念図
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も包含されるという認識が一般的であると

言えよう。 

 4． 大学におけるキャリア教育の在り方の

整理 

 　以上，一般にキャリア教育に求められる要素

や在り方，定義などを整理したうえで，2．【表

1】で整理した各区分の内容を提案する。 

 区分A「職業生活への適応力開発」 

 　学生生活から職業生活への移行は，学費を払

う消費者として守られてきた立場から，成果を

あげて報酬を受け取る側という180°反対の立

場に移行する大きな転機である。適応するため

の要素を分析するならば「責任感」「自律」「規

範意識」「従属や命令への服従」「感情コントロー

ル力」「アサーション能力」「協調性」「ストレ

ス耐性」「自己の存在に対する認識」「理不尽さ

の受容」などがあげられる。 

 　例えば，これらへの対応をHughes, E. 

C.（1958）は「リアリティ・ショック」と呼び，

Schein, E. H.（1958）は具体的に次のように示

している。 

 　社会化段階の課題 

 課題1：人間組織の現実を受け入れる 

 課題2：変化への抵抗に対処する 

 課題3：働き方を学ぶ 

 課題4： 上司に対処し，報酬システムの仕

組みを解明する 

 課題5： 組織における自分の位置を定め，

アイデンティティを開発する 

 区分B「勤労観・職業観の涵養」 

 　勤労観とは，様々な職業を遂行するうえで要

求されたる態度や心構え，勤労の尊さを理解す

ることや，働く必要性などを理解していること

とされる。また，職業観となると個人にとって

の職業の意味，自己とその職業の関わり（何故，

その仕事を志すかなど），特定の仕事に対する

価値観や意味付けを指す。個人の発達段階から

考えると，勤労観は概ね高等学校程度までで涵

養し，高等学校以上の高等教育段階ならば職業

観の確立が発達課題となる。 

 　以上の前提に立つならば，大学に進学してく

る段階の生徒たちは自分の志したい職業を明確

に持ち，その職業に就く・遂行するための専門

知識を学ぶために学部に入学する筈である。が，

現実が大きく乖離していることは，先に示した

大学に入った後に将来，やりたいことを教えて

もらえるといった思考をする学生が大多数であ

る。 

 区分C 「エンプロイアビリティ（基礎的能力・

態度を含む）開発」 

 　今日，大学生が「憧れる就職」を果たすには，

様々な関門を乗り越えなくてはならない。採用

選考面接は5回6回もあたりまえであるし，集

団面接・個別面接・圧迫面接，逆質問面接など

バラエティも豊富である。さらに，グループディ

スカッションやディベートなど，採用側も手を

変え品を変え，全力で選考を試みる。加えて，

一般常識試験や適性検査と呼ばれる，知識や能

力を問う試験も課せられる。筆記試験の難易度

は決して高くはないが，個性を尊重され，行き

過ぎた「ゆとり教育の賜物」によって分数の四

則計算がおぼつかない学生も多く，そうした学

生にとってはかなりの鬼門となっている。勿論，

中小～零細企業となると，そのハードルは低く

なることが一般的であるが，やはり，論理力や

思考力，発想力などは適性検査で如実に表れる

ので，そこで足きりが行われ，不採用の根拠と
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して使われることも多い。 

 　その他にも，マナーや基本的なビジネス文書

を作成するスキルの有無など，就業するために

必要な基本的スキルや知識は，今や常識として

身に付けておくことが求められている。このこ

とは，企業が厳しい競争にさらされ，大昔のよ

うに新入社員を長時間かけて研修し，育成する

ことができなくなった皺寄せであり，社会の変

遷とともに求められる能力が変容することは致

し方ない。 

 区分D「目標設定・人生設計能力の開発」 

 　個人にとって動機付けとなる欲求は何か？　

ハーズバーツバーグ（Herzberg, F）は，マスロー

（Maslow, A. H）の「欲求階層説（5段階説）」

で示される，低次なものから順に，①生理的欲

求，②安全（安定）欲求，③社会的（帰属）欲求，

④自尊（承認）欲求，⑤自己実現欲求の中で，

第3段階の③社会的（帰属）欲求を両者にまた

がるとして，低位な欲求を衛生要因，高次なも

のを動機付け要因とした。個人（学生）が自ら

の将来の在りたい姿を目標設定し，人生設計す

ることは，マスローの言う，最高位の「自己実

現欲求」のベースとなる，「自己実現」の各個

人（学生）の定義を定めることに他ならない。

外発的動機付けに比して，自発的（内発的）動

機付けの方が，いかなる事柄であっても費やす

労力を厭わず，自己の心的・肉体的エネルギー

を惜しみなく投下し，成果につながりやすいこ

とは，誰しもが経験的に理解しているであろう。 

 　即ち，個人（学生）が自己の将来を設計し，

目標設定をすることの重要性は否めない。 

 　目標設定の鉄則は，長期的・大綱的な目標を

定め，中期・短期と落とし込むことである。 

 区分E「自己理解」 

 　自己理解が何故，重要であるかの理由は，第

一に区分Dを検討し統合する際の中心情報だ

からである。加えて，就職を前提にした場合，

応募企業に対するセルフ・プロモーションを行

うために必要な武器を整備することになる点で

ある。 

 　自己理解すべき項目を列挙すると，「興味・

関心」，「能力」，「性格」，「行動特性」，「価値観」

などが最低限必要である。そのために過去の自

分の経験を棚卸しする作業や，適性検査を活用

するのであるが，その結果の利用方法や区分D

との関連付けを適切に行わないと，単なる懐古

に終わる。 

 区分F「組織・体制の在り方」 

 　大学において既に実践されているキャリア教

育の内容として，「学問的な体系の構築」「専門

（高等）教育」「資格取得」「課外活動や学外活動」

などがあるが，それらを詳細に見ていくと，専

門教育は学部，カリキュラム体系は教務部門，

資格取得はエクステンションセンター，課外活

動は学生課などの部門，インターンシップは就

職課（キャリアセンターなど），さらに，自己

分析や職業理解の分野のみは外部業者に丸投げ

など，多岐にわたる部門が関わっているが，キャ

リア教育は大学教育全般にわたるわけで，関連

する行事，内容，部署などが縦横に有機的に結

びつかねば，単体としてはベストな教育や機会

を提供していたとしても，学生にとってはバラ

バラで不便さや混乱を生じさせかねない。そう

した部分を統合する推進力を教職員のいずれか

個人に委ねるのではなく，大学経営の根幹とし

て組織全体を俯瞰し，統合する司令塔を定める

必要がある。 

 　前述の「キャリア教育概説」では，今後の課
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題として，「個々の大学においてはデータに基

づく就職支援やキャリア教育の検討が求められ

ている。その上で関連部局やスタッフとの全学

的な連携協力が進められる必要がある。」とし

ている。 

 区分G「環境」 

 　この点においては，大学という機関が主体的

に実践できることは少ないと考えられるが，学

生個々人のキャリア発達のベースには，生育し

た地域の文化・家庭環境・友人関係がある。大

学によっては就職環境などを保護者にセミナー

形式で提供する活動をして，かなりの盛況を博

している。今後は，学生に対するパーソナルサー

ビスの充実が不可避の問題となってくると予測

する。例えば，入学時，半年経過時，1年経過

時といった節目・節目に全学生に対する個別の

キャリア・コンサルティング（カウンセリング

ではなく，コンサルテーション）を提供するこ

とは，労力はかかるが，学生の中途退学防止や

就職実績の向上には，最も効果的なものとなる

であろう。 

 5．大学におけるキャリア教育の発展 

 　ここまで，整理してきた大学でのキャリア教

育のポイントをまとめ，キャリア教育の今後の

発展に必要な要素を抽出する。 

 　Hoyt & Wickwire（2001）は，ナレッジ，情

報，サービス時代におけるキャリア教育の要諦

として，「基礎学力（basic academic skill），エ

ンプロイアビリティ（employability），アダプ

タビリティ（adoptability），プロモーショナビ

リティ（promotionability）」を挙げている。現

在の日本の大学においても，共通する点もある

ので少し拡大して解釈と補足を試みるならば，

基礎学力と呼ぶ部分は「学部の各専門科目等で

学ぶ知識・技能」と「就職する際に求められる

読み書き・計算と社会常識」の大きく2つに分

けられよう。エンプロイアビリティは言うまで

もないが，前述の学力も含め，マナー・態度，

勤労観や職業観，コミュニケーション能力，協

調性や熱意などの情意も含めたものである。そ

して，アダプタビリティについては適応性や順

応性と訳すことが可能であるが，学生から社会

人への移行，自立した個人への移行への適応と

言えよう。最後のプロモーショナビリティは学

図2

（出典：中教審「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方」（答申 )　2011年1月　P17）
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生のキャリア発達の促進と捉えることが適当だ

が，学生が自己理解を深め，能力を身に付けた

結果として，自分を企業に対して売込む姿勢と

考えても，就職支援の立場からは適当である。 

 　また，こうした能力論は我が国においても，

経済産業省の「社会人基礎力」や厚生労働省の

「就職基礎能力」等で示されてきた。これらを

統合したと考えられるのは，中教審「今後の学

校におけるキャリア教育・職業教育の在り方」

（答申）の中で示される「基礎的・汎用的能力」

である。これについて次項で紹介する。 

 　基礎的・汎用的能力について補足しておくと，

2002年11月にNIER生徒指導研究センター「児

童生徒の職業観・勤労観を育む教育の推進につ

いて（調査研究報告書）P47 ― 48」で例示され

た「キャリア発達にかかわる諸能力（例）」と

して上表2の左側の能力とそれに対する指導例

が示され，一般的に「4領域8能力」と呼ばれ

ている。これを，様々な経緯で組み替え，新た

にまとめられたものが図2である。 

 　それぞれの内容は次の通りである。 

 ◇ 人間関係形成・社会形成能力：多様な他者の

考えや立場を理解し，相手の意見を聴いて

自分の考えを正確に伝えることができ，自

分の置かれている状況を受け止め，役割を

果たしつつ他者と協力・協働して社会に参

画し，今後の社会を積極的に形成すること

ができる力。 

 例： 他者の個性を理解する力，他者に働きかけ

る力，コミュニケーション・スキル，チー

ムワーク，リーダーシップなど。 

 ◇ 自己理解・自己管理能力：自分が「できるこ

と」「意義を感じること」「したいこと」に

ついて社会との相互関係を保ちつつ，今後

の自分自身の可能性を含めた肯定的理解に

基づき主体的に行動すると同時に，自らの

思考や感情を律し，かつ，今後の成長のた

めに進んで学ぼうとする力。 

 例： 自己の役割理解，前向きに考える力，自己

の動機付け，忍耐力，ストレスマネジメン

ト，主体的行動等。 

 ◇ 課題対応能力：仕事をする上での様々な課題

を発見・分析し，適切な計画を立ててその

課題を処理し，解決することができる力。 

表2

「キャリア発達にかかわる諸能力（例）」
（4領域8能力）

「基礎的・汎用的能力」

人間関係
形成能力

自他の理解能力
コミュニケーション能力

人間関係形成・社会形成能力

情報活用
能力

情報収集・探索能力
職業理解能力

自己理解・自己管理能力

将来設計
能力

役割把握・認識能力
計画実行能力

課題対応能力

意思決定
能力

選択能力
課題解決能力

キャリアプランニング能力

※ 図中の破線は両者の関係性が相対的に見て弱いことを示している。「計画実行能力」「課題解決能力」という「ラベル」

からは「課題対応能力」と密接なつながりが連想されるが，能力の説明等までを視野におさめた場合，「4領域8能力」

では，「基礎的・汎用的能力」における「課題対応能力」に相当する能力について，必ずしも前面に出されてはい

なかったことが分かる。
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 例： 情報の理解・選択・処理等，本質理解，原

因追究，課題発見，計画立案，実行力，評

価・改善等。 

 ◇ キャリアプランニング能力：「働くこと」の

意義を理解し，自らが果たすべき様々な立

場や役割との関連を踏まえて「働くこと」

を位置付け，多様な生き方に関する様々な

情報を適切に取捨選択・活用しながら，自

ら主体的に判断してキャリアを形成してい

く力。 

 例： 学ぶこと・働くことの意義や役割の理解，

多様性の理解，将来設計，選択，行動と改

善等。 

 ②「4領域8能力」と「基礎的・汎用的能力」

の差異 

 「基礎的・汎用的能力」は全く新しい能力論で

はなく，「4領域8能力」をめぐる実践上の課題

を克服し，よりよい実践に向けて改善を図るた

めの枠組み。 

 　差異としては，前項の図が示すように，「4

領域8能力」では「基礎的・汎用的能力」の重

要な要素である「課題対応能力」の育成につい

て十分に提示されていなかった。「4領域8能力」

においては，「計画実行能力（目標とすべき将

来の生き方や進路を考え，実現するための進路

計画を立て，実際の選択行動等で実行していく

能力）」や「課題解決能力（意思決定に伴う責

任を受け入れ，選択結果に適応し，希望する進

路の実現に向け，自ら課題を設定しその解決に

取り組む能力）」が求められていたものの，広

く「仕事をする上での様々な課題を発見・分析

し，適切な計画を立ててその課題を処理し，解

決することができる力」の育成については前面

に出されていなかった。他，「基礎的・汎用的

能力」は，「4領域8能力」においては焦点化さ

れてこなかった「自己管理」の側面（例：忍耐

力やストレスマネジメントなど）も重視する。

「基礎的・汎用的能力」は「4領域・8能力」を

補強し，より現実に即して，社会的・職業的に

自立するために必要な能力を育成しようとする

ものである。なお，「4領域8能力」＝「キャリ

ア発達に関わる諸能力（例）」も，「基礎的・汎

用的能力」も共通して，それぞれの学校・地域

等の実情や，各校の児童生徒の実態を踏まえ，

学校ごとに育成しようとする力の目標を定める

ことを前提としている点が重要である。 

 以上のような様々な能力の開発を大学における

キャリア教育においても目標とすべきであり，

その実践として，以下の提案をしたい。 

 ① キャリア教育とは何か，キャリア教育で

育むべき目標を全学的に共通理解と認識

を持つことが必要。 

 ② ①の前提の下，キャリア教育科目を設定

しているならばその科目を核としつつ，

各学部全学科のカリキュラム・シラバス

中に，その科目で達成可能なキャリア教

育で育むべき能力を明示し，各教員が学

生のキャリア形成に対して明確な意識を

持つ。 

 ③ ②を前提として，「キャリア形成科目群」

として，どのようなキャリア形成（能力

開発）に役立つのかをグループ分けし，

学生の履修時の指針を示す。 

 ④ 授業評価アンケート等の調査時に，各科

目が定めた能力開発に対する効力感を測

定する尺度（キャリア教育研究で用いら

れる心理尺度等）を活用するとともに，

各種心理検査を経年で用いて分析を行う。 
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 ⑤ ④の評価の際，すべてが右肩上がりの変

化が良しとしないことが肝心である。固

定的な進路展望を持って入学してきた学

生が，キャリア教育によって再吟味と再

構築のプロセスを歩むのであれば，混乱

や危機を経ることこそ教育効果といえる。

（日本キャリア教育学会「キャリア教育概

説」P115） 

 ⑥ 学生の多様化に対応するため，個別のキャ

リア・コンサルティングを入学初年次か

ら定期的に行い，学生のパーソナルサポー

ター的な役割を担う点にマンパワーを割

くべきであろう。 

 6． キャリア発達に関する学生の意識とニー

ズ 

 　大学初年時とキャリア教育を受けて1年経過

した2年時の学生の意識を比較調査するため，

質問紙法により，1年生はn＝1,121人（男：

843　女：278人），2年生n＝277人（男：219　

女：58人）の学生に協力を得た回答結果を集

計した。質問項目は次項の内容であり，次々項

以降に集計結果を示す。 

 　但し，調査した大学1年次のキャリア教育科

目の内容は，昨年度までは，ここまで述べて

きたようなキャリア教育の視点から程遠く，職

業学や数的推理能力を指導するといった内容で

あったため，純然たるキャリア教育の効果が期

待できるとは言い難い。 

 　結果に対する考察は，Q1「将来の就職に対

しての自信」については，1年生の27.3％が就

職することに自信を有しているのに対して，2

年生では24.5％と－2.8％低下している。Q2の

就職や社会人になることに対する不安も1年生

の81.3％に対して，2年生では84.8％と＋3.5％

増加しており，大学入学当初は詳しく分からな

かった就職の動向などの現実を理解し，ある意

味でキャリア教育の成果が出ていると言える結

果である。不安に感じる点を要約するならば，

第一に自己の適職（適性）について，そして学

力等の能力面，面接力（コミュニケーション面）

の順である。 

 　また，その他の特色として，学生生活の

目標として資格取得を挙げる割合が1年生で

61.6％，2年では62.1％とかなりハイスコアで

ある。就職の際に資格が有利だという信仰とで

もいうべき傾向がここでも如実に現れている

が，本来，取得すべき資格は進路（目指す職業）

に合わせて準備するものである点を考えると，

大学初年時には自己の適性や職業興味の分析と

仕事理解を経た段階で，進路の仮目標を設定し

て資格取得やインターンシップなどの啓発的経

験に取り組む，暫くした後に仮目標の見直しを

してゆくようなプロセスが望ましい。そのため

には，前述のようなキャリア教育科目と個別の

キャリア・コンサルティングを低学年時から組

み合わせる必要がある。 

 　さらに，倫理観やマナーという点でQ10に

対する問題意識を持たない学生が1年も2年も

30％を超えている状態は，モラルハザードであ

り，学力・資格云々の以前の基礎的な人格教育

やマナー教育の必要性がある。 

 　また，現実的な高卒就職と大学進学との短期

的収支差等の現実的シミュレーションに正解で

きたものが1年では18.8％，2年でも20.9％と

低く，学生自身が自分の身の回りのことに対し

て現実感を持たず，親任せで生きているかの証

左である。 

 　以上のような調査結果の大学であれば，学生

のニーズに応えるという点では，「資格取得」

のための科目や講座の拡充，「基礎学力」を補
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完する教育体制の充実，不安を軽減して行ける

ようなヒューマンスキル面の評価・認証システ

ムを充実すべきであろう。一方でニーズを満た

す以外に教育機関としての責務としては，マ

ナーや倫理観，忍耐や自己管理能力などを躾け

るための取り組みが必要である。それらに加え

て，前述のような学生生活をどのように過ごす

かの設計，長期的な人生展望の設計，目標設定

やコミュニケーション能力に自信をつけさせる

ような取り組みがキャリア教育の柱となると考

えられる。 

 　但し，調査した大学の中でも「リハビリテー

ション学科」というような，卒業して全員が理

学療法士を目指すといった，職業に直結した学

科ではここまでの内容と大きく異なる結果であ

る点は注意が必要である。 

 7．まとめ 

 　本レポートはキャリア教育の研究というより

は，様々なキャリア教育論を整理し，実践と今

後の発展のための提言を目指したものである。 

 　そして，最終的な結論として，キャリア教育

は大学により，学科により，またそこに集う学

生の能力レベル等により様々にアレンジして

ニーズと必要性のバランスを検討して行うこと

が必要であることが，調査結果から如実に示さ

れているであろう。 

 　現在の我が国の状況を冷静に見渡した時，若

者自体が減少するとともに，若者たちが次代の

国を担っていける能力や姿勢を身に付けている

のであろうか，不安を覚える向きも多い。そう

した危惧に対して問題改善を試みることがキャ

リア教育のテーマであり，そのことは若者自身

にとっても，自分の人生を実り多く，充実して

生きていくために有益なものであると確信して

いる。若年者の様々な社会的問題は「大人」が

作り出したものであり，良い方向に改善するこ

とが大人の責任である。特に教育に携わる方に

キャリア教育の背景や狙いを正しく理解してい

ただき，自ら取り組めることで協力しあう体制

構築に協力いただけるよう切にお願いしたい。 

 　また，今回の調査結果の分析は1・2年生の

母集団数が大きく異なることから，比較対象と

しての精度が限定される点，質問の回答が主観

に左右されやすいなどの点は今後の改善が必要

であると考えている。さらに，一貫したカリキュ

ラムやキャリア教育の体制が整っている中での

調査研究とも比較することが今後の課題である。 
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